
オオニシ機工　株式会社　　　　　　　　　

2025年 3月31日 現在 単位：円

【 】 【 483,245,924 】 【 】 【 289,047,370 】

260,476,689 87,246,766

17,634,440 105,900,000

203,515,763 37,057,300

1,584,232 26,019,500

34,800 18,274,189

【 】 【 313,891,515 】 8,611,046

（ ） （ 300,474,215 ） 5,938,569

108,339,038 【 】 【 192,999,000 】

14,766,462 192,999,000

22,259,429 482,046,370

237,140,000

458,796,817

12,972,489

-602,958,019 【 】 【 315,091,069 】

49,157,999 10,000,000

（ ） （ 38,095 ） （ ） （ 305,091,069 ）

38,095 2,500,000

（ ） （ 13,379,205 ） 302,591,069

5,990,136 302,591,069

214,570

7,114,499

60,000 315,091,069

797,137,439 797,137,439

営 業 未 収 金 未 払 法 人 税 等

資　　 産 　　の 　　部 負 　　債 　　の 　　部

科　　　　 目 金　　　　額 科　　　　 目 金　　　　額

受 取 手 形 一年内返済予定長期借入金

貸借対照表

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 営 業 未 払 金

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

そ の 他 の 流 動 資 産 未 払 費 用

固 定 資 産 賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産 預 り 金

建 物 固 定 負 債

建 物 附 属 設 備 長 期 借 入 金

構 築 物 負 債 合 計

機 械 及 び 装 置

車 輌 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額 株 主 資 本

純　 資　 産　 の　 部

土 地 資 本 金

無 形 固 定 資 産 利 益 剰 余 金

電 信 利 用 権 利 益 準 備 金

出 資 金 純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

差 入 保 証 金 繰 越 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用

長 期 繰 延 税 金 資 産
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個 別 注 記 表 

 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1)子会社株式        移動平均法による原価法。 
 
  (2)その他有価証券 

     時価のあるもの   決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産
直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定しており
ます。） 

     時価のないもの   移動平均法による原価法 
 
 

２．固定資産の減価償却の方法             
   

(1)有形固定資産       主として定額法を採用しております。 
（リース資産を除く）     ただし、工具器具備品と2016年3月31日以前に取得した建物附属設備及

び構築物については定率法を採用しております。 
 (2)無形固定資産       定額法。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に 

（リース資産を除く）    おける利用可能期間（主として５年）に基づく定額法によっております。
(3)リース資産        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産。 

                リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており 
ます。 

 
３．引当金の計上基準 

   
(1)貸倒引当金        債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 

実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回 
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金        従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給額のう 
              ち当事業年度負担分を計上しております。 

 
４．収益及び費用の計上基準  「収益認識に関する適用基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月

31 日。以下「収益認識会計基準」という。)を適用しており、約束
した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること
としております。 

 
 
貸借対照表に関する注記 
 
  １．有形固定資産の減価償却累計額                 ６０２，９５８千円 
 
 ２．担保資産及び担保付債務          

 
(1)担保に供している資産          建物          ３１，６０５千円 

                       土地          ４９，１５７千円 
                       計           ８０，７６２千円 
 
    (2)担保付債務   １年以内返済予定の長期借入金             ４，５４８千円 

長期借入金                   ３０，１００千円 
計                       ３４，６４８千円 
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３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  短期金銭債権       ５，０４４千円 
                       短期金銭債務       １，８８１千円 
                       
 
損益計算書に関する注記 
 
１．関係会社との取引高 
 

 (1)営業取引による取引高 
   営業収益                   ５７，５３０千円 
   営業費用                           ２９，０９２千円 

 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 
 
 １．当事業年度末日における発行済株式数の総数   普通株式             ５株 

 
２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
    

   
決 議 

 

 

株式の種
類 

             

 

配当金の総額 

（円） 

 

１株当たり 

配当額 （円） 

 
基  準  日 

  
効力発生日 

2024 年 11 月 22 日 

第 63 回取締役会 

 
普通株式 

 

17,443,149 

 

3,488,629.80 

 
2024 年 9 月 30 日 

 

2024 年 12 月 16 日 

 
 
３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 
    

   2025 年 6 月 13 日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。   
   

株式の種類 
 

  

配当の原資 
             

配当金の総額 

（円） 

１株当たり 

配当額 （円） 
基 準 日 効力発生日 

 

普通株式 
 
利益剰余金 

 

32,812,541 

 

6,562,508.20 

 
2025 年 3 月 31 日 

 

2025 年 6 月 16 日 

 
    
 
 
 
１株当たり情報に関する注記 
 

１．１株当たり純資産額                                       63,018,213 円 80 銭 
 
２．１株当たり当期純利益                  20,102,276 円 00 銭 

 
 
収益認識に関する注記 
 
収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
 


